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は　じ　め　に

　日本法務省の調査によると，2018年6月末において，
日本に在住する外国人数は2,637,251人であり，過去最
高となった［1］．2007年末の2,069,065人と比較する
と，約10年間で27.5%の増加をみせている．さらに，
平成31年4月から開始された外国人労働者受け入れ拡
大という日本国の新しい改正入管法のため，今後さら
に急増すると考えられる在日外国人に対する保健医
療が，社会保障システムの構築において喫緊の課題に
なっている．
　日本に在住する外国人の問題は「移民」の問題として
考えられる．国連の定義によると，移民とは自分の常
住する国を変えた人であるが，短期間の移民（3か月以
上1年未満自分の常住する国を変えた人）と，長期間の
移民（1年以上自分の常住する国を変えた人）とに区別
されている［2］．この定義に則ると，日本語学校や大学

等の留学生も移民の一部として捉えられるため，在日
外国人の健康問題は，留学生から外国人労働者，外国人
定住者，さらに難民まで，移民という広い範疇で議論す
べきテーマとして考えられる．しかしながら，日本に
おいて移民の健康問題に対する関心や議論は緒につい
たばかりである．
　人口増加や経済のグローバリゼーションを背景に移
民が世界的に拡大するなかで，国連の2017年度の報告
では，渡航先国のネイティブ住民と比べて，移民はより
貧困で，より不平等な医療サービスを受けざるを得ず，
より悪い健康状態に陥りやすいことが指摘された［3］．
また，先進国に流入した移民においては，受け入れ先の
国民と比べて平均死亡率は低いが，一方では一部の疾
病が一部の移民グループにおいて高い罹患率を示して
いるという報告もあった［4］．移民の健康に影響を与
える要因は様々であるが，母国とは異なる地理的環境
や疾病の罹患パターン等のため，移民にとって健康上
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のリスクは増加する［5］．また，受け入れ国の社会構造
や社会保障政策等の政治的な要因も移民の健康に大き
く関わっている．
　移民の健康を測定する指標の一つとして，自覚的健
康度（self-rated health status）がある［6，7］．自覚的健康
度を測るための典型的な質問として，「あなたは自分の
健康状態についてどう評価しますか？」という質問が
あり，回答には「非常に悪い」，「悪い」，「普通」，「良い」，
「とても良い」といった選択肢が提示される．これと同
様の自覚的精神健康度（self-rated mental health status）を
加えると，対象集団の社会人口動態，身体および精神の
健康が総合的に評価できるようになるため，移民の健
康をテーマとする諸外国の先行研究では主要なアウト
カムとして多く利用されてきた［8］．
　移民受け入れの歴史的な背景があり，移民の健康お
よび社会保障問題を盛んに研究している欧米諸国と
比較すると，日本に来ている移民，即ち在日外国人の健
康に関する研究は少ない．医学中央雑誌刊行会のオ
ンラインベースで，「在日外国人」と「健康」というキー
ワードで検索した結果，2013年から2018年までは「在
日外国人の健康」と直接関連する原著論文は74件にと
どまっている．そのほとんどは外国人女性，児童，留学
生，専門職の労働者といった単一集団を対象とするア
ンケート調査であった．これらの研究では，在日外国
人における結核等特定感染症の増加，保健指導体制の
不備，医療資源アクセスにおける格差といった健康上
の課題が多く報告されており，他には性別，年齢，周囲
のサポートの有無により健康のアウトカム（死亡率等）
が変わるという結果も示されている［9-15］．
　もう一つの重要な視点として，雇用の有無，就労条件
といった社会経済的地位の要因が移民の健康状態に
大きく寄与するという海外の先行研究がある［16，17］．
しかし，在日外国人を対象としたこのような実証研究
はほぼ存在しない．
　現在日本に来ている外国人は，工場やコンビニエン
スストア等でパートタイム労働を行う留学生から，高
度な知識や技術を持つ専門職まで異質性が極めて高
く，多様性に富む集団である［18］．そこで本研究では，
在日外国人を対象として，異なる社会経済的地位と健
康状態との関連を検証する．本研究は自覚的健康度
（self-rated health status），自覚的精神健康度（self-rated 
mental health status）という二つの指標を用いて，在日外
国人の健康状態を調査し，特に就労の有無が健康状態
に影響を与えるかどうかについて評価することを目的
とした．

資料および方法

　福岡県および大分県に在住する20歳以上の外国人
留学生と労働者を対象に，27問から構成されるアン
ケート調査を行った．日本語で作成されたアンケート
質問票を英語，中国語，ベトナム語とネパール語に翻訳
した後，調査フォームをインターネット上に公開し，研
究対象者に回答を依頼した．アンケートへの参加協力
については，福岡よかトピア国際交流財団，コミュニコ
外国語教室，福岡市内の IT企業，ベトナム技能研修生
団体等に依頼し，雪だるま式サンプリング方法を用い
た．なお，調査期間は2018年11月から2019年1月まで
とした．
　本研究は，産業医科大学倫理委員会の倫理審査承認
を得た（受付番号R1-005）．
　アンケートでは，性別，年齢，最終学歴，結婚歴，日本
の滞在期間，ビザの種類，就労有無，労働時間，収入（月
10万円未満，月10万円以上20万円未満，月20万円以上
30万円未満，月30万円以上），医療保険加入の有無，睡
眠障害の有無，倦怠感および疲労感の有無，日本語のレ
ベルと理解力について質問を設定した．
　また自覚的健康度（self-rated health status）と自覚的精
神健康度（self-rated mental health status）については，5件
法尺度を用いて，前者は「現在あなたは自分の健康状態
に対してどう評価しますか？」（1.非常に悪い  2.悪い  
3.普通  4.良い  5.非常に良い），後者は「精神面，不安や
緊張感等を感じますか？」（1.常に感じる  2.時々感じ
る  3.どちらでもない  4.あまり感じない  5.まったく
感じない）で測定した．
　統計分析の実施に当たって，まず自覚的健康度と自
覚的精神健康度に影響を与える可能性のある変数の割
合を比較するために，カイ二乗検定を行った．次に，単
変量ロジスティック回帰分析と多変量ロジスティック
回帰分析を用いて，対象者の属性と，自覚的健康度およ
び自覚的精神健康度の関係を検証した．自覚的健康度
および自覚的精神健康度について，下記のように変数
の再構築を行った．自覚的健康度という5段階評価に
ついて，「1.非常に悪い」，「2.悪い」を「自覚的健康度が
悪い」とし，一方で「3.普通」，「4.良い」，「5.非常に良い」
を「自覚的健康度が悪くない」として，二分化した．自
覚的精神健康度についても同様に，「自覚的精神健康度
が悪い」（「1.常に感じる」，「2.時々感じる」）と，「自覚的
精神健康度が悪くない」（「3.どちらでもない」「4.あま
り感じない」「5.まったく感じない」）という二分変数と
して再構築した．
　また，就労の有無に関して，留学ビザの所持者を「就
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労無」，就労ビザの所持者を「就労有」と定義した．さら
に，「家族ビザ」，「永住ビザ」および「その他ビザ」の所持
者に関して，1週間で平均5－10時間以下の仕事をし
ている人を「就労無」に，それ以上の人を「就労有」と割
り付けを行った．
　本研究では，統計ソフトStataSE15 （Stata Corp LLC.， 
Texas，USA）を用いて解析を行った．

結　　　　　果

　Table 1に記述統計の結果を示す．P < 0.001を有意
水準とした．アンケート調査の参加者は合計103人で
あり，「就労無」は54人，「就労有」は49人であった．参
加者のうち，過半数は30歳未満であった．女性の割合
は52%であり，男女比はほぼ同じであった．国別の割

Table 1.  Sociodemographic characteristics of participants

N(%) Non-employee (%) Employee (%) P-value*

103 54 49

Age 20-29 56 87 23 <0.001
30-39 33 11 57
40-49 11 2 20

Gender Female 52 52 48 0.831
Country of Birth China 30 33 27 <0.001

Vietnam 29 43 14
Mongolia 9 2 16
USA 7 0 14
Philippines 4 2 6
Nepal 3 4 2
Others 19 17 20

Income per month Less than 100,000 JPY 25 44 4 <0.001
100,000 ‒ 199,999 JPY 32 46 16
200,000 ‒ 299,999 JPY 28 4 55
300,000 JPY or over 15 6 25

Education level Not college graduate 15 24 4 0.014
College graduate 48 44 51
Graduate or professional school 38 32 45

Marital status Single 65 85 43 <0.001
Married 32 11 55
Others 3 4 2

Insurance status Not insured 4 7 0 0.052
Insured 96 93 100

Length of stay in Japan Less than 1 year 24 41 6 <0.001
1 year to less than 5 years 46 52 39
5 years or more 30 7 55

Diagnosed disease 52 44 59 0.135
Insomnia 10 15 4 0.066
Fatigue 24 15 35 0.019
Medical check 74 64 84 0.026
Visit dentistry clinic 27 19 35 0.070
Visit hospital 1 time or more 33 50 15 <0.001
Good Japanese 59 61 57 0.682
Good understanding 68 67 69 0.768
Poor self-rated helath status 11 7 14 0.259
Poor self-rated mental health status 36 54 16 <0.001

*chi-square test, JPY: Japan yen
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合でみると，中国からの移民が30%と最も多く，続いて
ベトナム（29%），モンゴル（9%）等の順であった．「就労
無」と比較して，「就労有」の月収入が有意に高かった．
「独身」は全体の6割を占め，他の婚姻状況より有意に高
かった。最終学歴に関して，大卒以上は全体の約8割を
占めており，「就労有」群では96%であった．
　医療保険未加入者は全体の4%を占め，その全てが
留学ビザの所持者であった．また，日本での滞在期間
をみると，一年未満の者が「就労無」群では41%である
のに対して，「就労有」群では6%であった．「就労有」
群は「就労無」群よりも日本にいる期間が有意に長期間
であった．
　「あなたは健康上の問題，あるいは診断された疾病
を抱えていますか？」という質問に対して，全体の52%
が「ある」と回答した．「就労無」群の44%，「就労有」群
の59%が健康上の問題がある，または診断された疾病
があると答えた．「不眠症有」と報告された者は全体
の10%であり，「就労無」群が15%であった．「倦怠感
および疲労感有」と報告された者が全体の24%で，「就
労有」群が35%であった．「頭痛，肩こりあるいは筋肉
痛」は全体の6%であった．また，参加者の74%が過去
1年間のうちに健康診断を受けており，27%が過去1年
間のうちに歯科治療を受けていた．過去1年間のうち
に1回以上医療機関を受診したことがある者は全体の
33%であり，「就労有」群（15%）と比較して，「就労無」群
（50%）が有意に高かった．
　日本語レベルに関して，全体の約6割は自身の日本

語レベルが普通以上と回答した．自覚的健康度が悪い
と報告した者が全体の11%を占め，自覚的精神健康度
が悪いと報告した者が全体の36%を占めていた．「就
労無」と「就労有」で比較すると，自覚的健康度が悪い割
合は「就労有」群（14%）と就労無群（7%）の間には有意
差はなかった．一方，自覚的精神健康度が悪い割合は，
「就労無」群（54%）が「就労有」群（16%）に比べて，有意
に高かった．
　就労の有無が自覚的健康度および自覚的精神健康
度に与える影響を分析するために，ロジスティック回
帰モデルを用いた．P < 0.05を有意水準とした．従属
変数は自覚的健康度（0：悪くない；1：悪い）と自覚
的精神健康度（0：悪くない；1：悪い）とし，独立変数
は就労の有無（0：有；1：無）とした．補正のため，性
別，日本での滞在期間，教育水準および過去1年間の受
診回数をモデルに加えた．また，年齢，収入，婚姻状況
および労働時間は，就労有無との共線性を認めたため，
モデルには加えなかった．Table 2とTable 3にロジス
ティック回帰モデルの結果を示す．就労の有無は，自
覚的健康度との関連は認めなかったが，自覚的精神健
康度とは有意に関連していた．日本での滞在期間が5
年以上の者は「自覚的健康度が悪い」オッズ比が17.0で
あり，有意に高かった（P = 0.015）．「自覚的精神健康度
が悪い」と有意に関連があったのは，「就労無」（調整済
みオッズ比 = 5.6， P = 0.010）と「過去1年間受診回数が
1回以上」（調整済みオッズ比=3.3，P = 0.021）であった．

Table 2.  The relationship between poor self-rated health status and employment status＊

Univariate Multivariate
Odds Ratio 95% CI P-value Odds Ratio 95% CI P-value

Employment status (ref. = employee)

            Non-employment 0.5 0.1-1.8 0.267 1.9 0.2-13.9 0.547

Sex (ref. = male)

            Female 4.8 1.0-23.5 0.052 4.2 0.8-23.5 0.098

Length of stay in Japan (ref. = less than 5 year)

            5 years or more 8.0 2.0-32.7 0.004 17.0 1.7-167.0 0.015

Education (ref.= graduate or professional school)

            2 or 4-year college university 0.4 0.1-1.5 0.168 0.8 0.1-4.2 0.771

            High school 0.8 0.2-4.7 0.849 6.1 0.5-81.2 0.170

Visit hospital (ref.= no visit during past 12 months)

            1 time or more 0.2 0.0-1.5 0.108 0.2 0.0-1.5 0.111

* logistic regression, P < 0.050, 95% CI: 95% confidence interval, ref.: reference



271在日外国人の自覚的健康度について －就労有無による影響－

考　　　　　察

　本研究は，福岡県および大分県に在住する留学生と外
国人労働者を対象として，彼らの健康状態について調査
した．さらに，自覚的健康度，自覚的精神健康度という
二つの指標と就労の有無との関連について評価した．
　本研究の調査対象者は20代が最も多く（56%），続い
て30代（33%），40代（11%）という順で，全体的に年齢が
若年であった．2018年12月に法務省で公開された在
留外国人統計データ（10代以下除く）の年齢階級の割
合を算出したところ，現在日本にいる外国人は20代が
34%と最も多く，続いて30代が25%，40代が17%，50代
以上が24%であった［19］．両者のデータを比較する
と，本調査対象者の年齢が法務省の全国データより低
いという偏りが認められたが，年代別の分布として両
者は類似している．
　本研究では「自覚的精神健康度が悪い」と答えた者
が多かった．症状別で集計すると，倦怠感および疲労
感（24%）が最も多く，次いで不眠症（10%），頭痛，肩こ
りあるいは筋肉痛（6%）であった．移民のメンタルヘ
ルスに関して，Abubakarらは，不安定な仕事への従事，
低い所得，滞在期間が短い移民に不安症，うつ病の罹患
率が高いと報告している［4］．このような特徴を持つ
移民は，本研究の「就労無」群に相当する．本研究では，
「就労有」群と比べて，「就労無」群では月収が少なく，日
本での滞在期間も短かった．月収20万円未満の割合
を見ると，「就労有」群では20%であるのに対して，「就

労無」群では90%であった．また，来日1年未満の割合
が「就労有」ではわずか6%であったが，「就労無」では
41%と有意な差を認めた．「就労無」群のほとんどは留
学生と推定され，彼らは学業に加えて，外国人労働者と
同様に日本での生活を営まなければならない重圧に晒
されている．借金を抱えながら日本へ留学に来る者，
パートタイム労働を続けながらも収入が伸び悩む者，
日本に来て間もないため周囲に適応できずにいる者，
母国からの送金，もしくは安定した奨学金等の収入源
を失ったりする者は不安定な精神状態に陥りやすい
［18］．これは，就労の有無が自覚的精神健康度に影響
を与えうる大きな要因の一つとして考えられる．
　さらに，移民の健康に大きくかかわる要素として
ソーシャルサポートの有無があることが国内外の研
究で明らかになっている．Salinero-Fortらは，ソーシャ
ルサポートのある移民はストレスを感じにくく，健康
状態が良い一方，孤立した移民はより悪い健康状態を
訴える傾向があると考察している［7］．本研究の場合，
「就労有」の者が会社という組織に所属しており，「就労
無」の者が日本語学校，大学または大学院という教育機
関に在籍することが多いと考えられる．一般的に，就
労者は職場を通じて，同僚や上司等からソーシャルサ
ポートを享受できる環境を得られやすいと推測され
る．一方，就労者と異なり，留学生は正規就労をして
いないため，孤独を感じやすく，ソーシャルサポート
が欠けていることが多くの先行研究で指摘されてい
る［20］．若い留学生は言葉と文化の障壁，自己コント

Table 3. The relationship between poor self-rated mental health status and employment status＊

Univariate Multivariate
Odds Ratio 95% CI P-value Odds Ratio 95% CI P-value

Employment status (ref.= employee)

            Non-employee 5.9 2.4-15.0 0.000 5.6 1.5-20.8 0.010

Sex (ref.= male)

            Female 2.1 0.9-4.9 0.077 2.7 1.0-7.2 0.054

Length of stay in Japan (ref.= less than 5 year)

            5 years or more 0.5 0.2-1.3 0.164 2.1 0.5-8.3 0.301

Education (ref.= graduate or professional school)

            2 or 4-year college university 1.9 0.8-5.0 0.171 2.0 0.7-6.0 0.208

            High school 6.7 1.8-24.6 0.004 4.1 1.0-7.2 0.066

Visit hospital (ref.= no visit during past 12 months)

            1 time or more 5.4 2.2-13.0 0.000 3.3 1.2-9.1 0.021

* logistic regression, P < 0.050, 95% CI: 95% confidence interval, ref.: reference
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ロールの不足，アイデンティティの未確立といった要
素と関連が高く，受け入れ先のサポート体制のばらつ
きによりソーシャルサポートが大きく変わる報告も
あった［20］．よって，職場をもたない留学生にはソー
シャルサポートが届きにくく，メンタルヘルスを悪化
させる可能性も十分あると考えられる．本研究では，
留学生の多い「就労無」群は自覚的精神健康度が悪いと
いう結果においてもソーシャルサポートとの関連性を
否定し難い．
　一方，就労の有無と自覚的健康度との関連は認めら
れなかった．その要因の一つとして，前述のように全
体の調査対象者の年齢が低いことが考えられる．「就
労有」群は「就労無」群より有意に年齢が高かったが，年
齢の差が小さく，39歳以下の者が「就労有」群では約8
割も存在した．また，本文の結果では示さなかったが，
今回の調査対象者全体を職業形態別でみると，健康リ
スクとして挙げられてきた危険な職業（例： 建設業，
漁業，金属製造業）の従事者は少数（全体の5%未満）で
あった．肉体労働職の割合は「就労無」群で8%，「就労
有」群で4%，両群ともに1割以下にとどまる．「就労
有」群では，最も多い職種がデスクワーク職（68%），続
いて営業職・販売職その他サービス業（17%），教師・通
訳・看護師等専門職（9%）の順となっている．したがっ
て，就労の有無と関係なく，本研究の対象者は，一時的
に健康問題を抱えるとしても大きな疾病とつながるこ
とが少ないため，自覚的健康度が悪くなかったと推測
される．
　本研究では在日外国人の健康について調べた上で，
就労の有無という切り口から異なる社会経済的地位を
持つ在日外国人の自覚的健康度，自覚的精神健康度の
相違を分析した．急増していく就労ビザを持つ外国人
労働者は，比較的社会的な関心を得られやすく，結核等
感染症対策，早期の保健指導や療養環境の整備等の対
策が国家主導で進められている．しかしながら，多様
性に富む移民の集団として在日外国人を見る場合，現
在の社会的関心およびセーフティネットの構築はいま
だ不十分であると考えられる．本研究の意義として
は，留学生や家族ビザ所持者等の非就労外国人の健康
需要が実に高く，特にメンタルヘルスの重要性が高い
ことを提起することができた点にあると考える．高校
卒業後日本に来る留学生，または外国人労働者の配偶
者と子ども，定住ビザ所持者のうちの低収入者といっ
た在日外国人に対して，メンタルヘルスケアの導入，相
談サポート体制の整備および医療機関との連携体制の
構築は，一般外国人労働者に対するものと同等に行わ
れるべき急務であると考えられる．

　本研究の限界として，以下に示す4点が考えられる．
一つ目に，アンケート調査対象者の多くが福岡県在住，
中国人の留学生団体、モンゴル人とベトナム人の就労者
グループに所属し，また大学卒業以上の者がサンプル
の8割以上を占めていたため，国，地域の影響や学歴の
高い集団に偏っている可能性が考えられる．二つ目に，
就労有無という定義の厳密性である．学生ビザ所持の
留学生の中にも労働時間が長い者も含まれる可能性が
高いため，今後，実際の労働時間を測定し，就労有無につ
いて定義し直さなければならないと考える．三つ目に，
自覚的健康度および自覚的精神健康度の測定について，
今後より正確な質問文をもって評価していく必要があ
る．例えば，自覚的健康度という指標には精神的健康の
意味合いを含む可能性は否めない．また，一般的な精神
状態を測るための質問文には，不安と緊張感以外に，抑
うつを入れる必要があるかもしれない．最後に，本研究
で判明した，在日外国人のメンタルヘルスが悪いという
結果において，日本人との比較はなかったため，今後，性
別，年齢，職業等の影響を考慮しながら，体系的なコホー
ト研究を行うことが肝要である．
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Abstract : International immigration into Japan is increasing.  It would make sense that investigating the health status 
of immigrants would be associated with improvements in their health and would be beneficial in building a complete 
social security system in which minorities can live safely and securely.  The objective of this study is to describe the 
health status of immigrants in Japan and to explore the association between self-rated health status and employment 
status.  As a result, half of those surveyed had some health problem, particularly a lot of mental stress.  We did not find 
a significant relationship between self-rated health status and employment status, but it seems that people who stay 
in Japan 5 years or more tend to have poor self-rated health status.  The factors associated with poor self-rated mental 
health status were being a non-employee, and having visited a hospital 1 time or more during the past 12 months.  A 
system of mental stress care would be the most necessary health care for international students in Japan.

Key words: immigrant, foreign people in Japan, employment status, self-rated health status, self-rated mental health status.
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